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研究成果の概要（和文）：  2005 年まで設定されてきた都市雇用圏の延長線上の都市圏の設定を2010年国勢調
査と2015年国勢調査に基づいて行い、平行して、非都市圏における地域就業圏の設定と市町村単位を用いない新
しい都市圏設定を行った。さらに、設定できた都市圏に対応した社会経済データの整備を行い、都市圏データベ
ースをWeb上に公開した。
　構築した都市圏データベースを用いて、都市集積の経済、不経済に関する実証分析、都市圏、地域就業圏の類
型化と地域成長力、高校卒業時の進路選択等のテーマについての実証・政策分析を行った。

研究成果の概要（英文）：     We defined Urban Employment Areas based on 2010 and 2015 National 
Population Censuses, following the approach taken until 2005. In parallel, we developed the 
definition of Regional Employment Areas for non-urban areas and a new urban area concept that does 
not use municipality jurisdictions. We have also constructed socio-economic databases corresponding 
to these urban area definitions, and made them available on our web sites.
     Using the metropolitan area data sets, we have conducted empirical research and policy analysis
 on urban agglomeration economies, classification of urban and regional employment areas, regional 
growth potentials, career-path selection after high schools, etc.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　都市圏の設定と都市圏データの整備は都市経済学の実証研究及び都市政策の分析にとって極めて重要なインフ
ラである。これらをウェブ上で公開することによって、幅広い研究者による活用が可能になる。
　都市圏設定と都市圏データの整備を都市の実証研究を行っている第一線の研究者が担い、それらを用いた研究
を推進したことによって、より有効なデータ整備が可能になるとともに実証研究と政策分析のレベルアップにつ
ながったと考える。



１．研究開始当初の背景 
 日本ではアメリカのような公式の都市圏が設定されていないため、研究者が独自に都市圏定
義を提案してきて、いくつかの定義が併存している。それらのうちで、金本良嗣・徳岡一幸に
よって提案された都市雇用圏はその詳細及びそれを用いた都市圏データがウェブ上（東京大学
空間情報科学研究センター）に公開されているので、幅広く使われてきた。しかしながら、2005 
年国勢調査に基づくものを最後に中断されていた。 
 市町村合併により市町村の数は 2000 年に 3229、2005 年に 2216、2010 年に 1727（いず
れも 10月 1 日現在）と大幅に減少しており、都市雇用圏の範囲をまたがる合併も多いと予想
された。このような状況にあって、従来通りの市町村を単位に考えた都市圏には大きな問題が
ある可能性がある。したがって、市町村単位にこだわらない都市圏設定を考える必要がある。
しかしながら、依然としてわが国では多くの統計データが市町村を単位に収集されており、仮
に市町村が実際の都市圏の構成要素として適当でないとしても、市町村単位で都市圏を設定し、
既存の統計データを利用する大きなニーズがある。 
 また、これまでの都市雇用圏の設定では、非都市部については未設定となり、国内における
白地地域が生じる。国土政策を考える際、また都道府県が県内地域政策を考える際には、非都
市圏域についても十分に考慮しなくてはならない。そのような観点から、非都市圏区域につい
ても就業者の通勤行動のデータなどから地域就業圏という概念で設定することが考えられる。 
 さらに、都市の性質について国際的に比較分析を行う際、都市圏の定義が国によって異なる
ことが系統的な分析の弊害となってきた。したがって、国際比較に用いることができる汎用的
な都市圏設定を整備することも重要である。 
 
２．研究の目的 
 本研究の第一の目的は、平成の大合併に対応できる都市圏を設定し、それをWeb上に公開し
て、幅広い研究者による活用を可能にすることである。 
 第二の目的は、日本の都市に関する実証研究や政策分析に用いる都市圏データを整備するこ
とである。経済学の実証研究においては多様なデータを重層的に用いることが必要である。た
とえば、都市労働市場に関する実証分析においては、労働関係のデータだけではなく、労働市
場に影響する産業別都市圏生産額、年齢別人口、都市アメニティー、社会資本整備状況といっ
たデータが必要であるし、変数の内生性をコントロールするために日照時間や地形といった自
然環境データも必要になる。こういったデータを全て個々の研究者が収集、整備することは困
難であるし、たとえできたとしてもきわめて非効率である。本研究では、様々な分野において
都市の実証研究を遂行している研究者が集まり、都市圏データの整備を分担するものである。 
 都市圏データの整備が遅れていたために、日本の都市に関する実証研究、政策分析は未だに
十分ではない。本研究の第三の目的は、都市圏データの整備を進めながら、それを用いた実証
研究及び政策分析を多様な分野において推進することである。 
 
３．研究の方法 
 この研究ではまず 2005 年まで設定されてきた都市雇用圏の延長線上の都市圏の設定を行い、
それに対応した都市圏データベースを構築する。平行して、非都市圏における地域就業圏及び
市町村単位を用いない新しい都市圏設定を行う。 
 設定できた都市圏に対応して順次データ整備を行い、都市圏データベースを構築する。 
 構築した都市圏データベースを用いて、都市集積の経済、不経済に関する実証分析、都市圏、
地域就業圏の類型化と地域成長力、高校卒業時の進路選択等のテーマについての実証・政策分
析を行う。 
 
４．研究成果 
 都市圏の設定については、2005 年まで設定されてきた都市雇用圏の延長線上の都市圏の設定
を 2010 年国勢調査と 2015 年国勢調査に基づいて行い、平行して、非都市圏における地域就業
圏の設定と市町村単位を用いない新しい都市圏設定を行った。 
 都市雇用圏の設定については、2015 年度に 2010 年国勢調査に基づくものが完了した。また、
それに対応した都市圏単位の主要統計データの作成と Web 上での公開を行った。2016 年度と
2017 年度には、2015 年度に作成した都市雇用圏ベースの統計データを拡充した。主たる拡充は、
過去の人口データ時系列を作成したことと、2009 年の経済センサス基礎調査から、産業中分類
別の事業所数・従業者数を大都市雇用圏単位で集計したことである。 
 2015 年国勢調査を用いた都市圏設定については、データが公開された 2017 年度から取り組
み、2018 年度に完成させた。また、2015 年都市雇用圏をベースとした統計データを作成し、Web
上に公開した。 
 地域就業圏については、都市・地域就業圏域を設定し、人口に加えて、雇用や従業者、さら
には経済センサスなどから産業大分類別生産額（収入額）のデータベースを作成した。これに
もとづいて、市町村と都市・地域就業圏域での経済基盤乗数の異なりの要因を計測した。また、
2010 年国勢調査から地域就業圏の圏域設定を行い、人口、就業者数、課税者所得、収入額など
のデータベースを整備した。併せて、都市雇用圏域についてサブ就業圏域を設定し､社会経済デ
ータを整備した。これらも Web 上に公開している。 



 市町村単位にこだわらない新しいタイプの都市圏については、当初の計画にしたがって通勤
データを用いる手法で特定の国によらない雇用圏ベースの都市圏定義を構築したが、地域間貿
易や産業立地についてはこういった雇用圏ベースの都市圏は実は好ましくないという結論に至
った。メッシュ統計上の人口密度と空間的連続性のみを条件として都市圏を導出する手法に変
更し、用いた手法の説明及び都市圏定義を Web 上に公開した｡ 
 都市圏データを用いた実証・政策分析については、以下の研究成果を得た。 
(1)大卒者と高卒者の地域間分布と移動パターンに関する研究については、学校基本調査のデー
タを用いて大学進学による地域間人口移動の様子を調べ、さらに、特定の世代の大卒者の地域
間分布と他の世代の大卒者および高卒者の地域間分布の間の関係を分析し、分析結果を Sato 
and Toma(2017)にまとめた。 
(2)都市雇用圏データベースを用いて、各都市圏における住宅供給弾力性について、特に、地理
的要因と規制に注目して推定を行った。その結果、各都市圏ごとにその弾力性は異なること、
平均的に、米国に比して供給弾力性が低いことなどが示された。 
(3)都市圏とその他地域における労働者の立地パターンおよび賃金格差についての実証的検証
を行った。 都市圏に代表されるような、集積地における企業間取引パターンの検証を行った。
また、都市圏間の人口移動データなどによって、集積の経済の測定を行った。 
(4)九州新幹線の開通が沿線の都市圏の地価にどのように影響したのかを、地価公示のデータに
基づき、「差分の差分法」の手法を用いて明らかにした。その結果、沿線の大都市圏の中では、
大きな大都市圏で地価が上昇し、小さな大都市圏で地価が下落したこと、また、地価が上昇し
た大都市圏でも、上昇は新幹線の駅の近くに限定されていることを示した。 
(5)地域就業圏に基づく実証分析については、広域圏のデータを活用した地域産業連関表に基づ
いて消費の流出入の効果を分析した。また、経済基盤モデルを用いて市町村単位の基盤乗数効
果と就業圏域単位の乗数効果の異なりを定量的に示し、同時に圏域単位で捉える方が地域産業
の多様性が増すことから基盤乗数値も高まることを明らかにした｡市町村単位で考える地域政
策の誤謬を小さくする上でも就業圏域単位で施策を考えることの有効性を示唆している｡また、
地域労働市場について、都市会計の手法を用いた実証研究と雇用乗数の計測を行った。 
(5)市町村単位を用いない新しいタイプの都市圏を用いた実証分析では以下のような研究を行
った。 
①輸送費と経済集積の空間スケールの関係について理論の実証を行った。また、都市の規模と
空間パターンに関する実証分析、および、市区町村ポリゴンによる近似都市圏を用いて都市間
貿易に基づく地域経済圏を導出する研究を行った｡ 
②約 200 産業・品目ペアに関する都市圏間貿易の分析を行い、地域間の産業構造の違いを明示
的に考慮しない一般的な構造的重力モデルによる都市間貿易の推定量が系統的なバイアスを生
むことを示した。特に、大都市からその後背都市への移出額は 2-5 倍過小評価され、その 6割
程度が都市間の移出産業数の違いによることを明らかにした。これにより、産業間の内生的共
集積により都市間の産業多様性に違いが生ずる経済集積メカニズムの反映が重要であることを
示した。 
③一般に、空間範囲を過大評価しがちな従来の行政区ベースの都市圏よりも多数の都市圏が得
られる新都市圏を用いれば、誤差項の相関が都市集積レベルで疑われるような回帰分析におい
て、都市圏で標準誤差のクラスタリングを行う場合の自由度の減少を抑えられ、サンプルサイ
ズの問題が生じにくい利点がある。そのような応用例として、都市圏にほとんどの立地が集中
する特許開発に関するミクロデータを用いて、知識創造関数の推定を行った。 
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